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第１章 事業概要 

 

１ 趣旨 

この要領は、厚木市本庁舎敷地跡地等活用基本計画策定業務（以下｢本業務｣という。）

を委託するに当たり、本業務を適正かつ確実に遂行できる豊富な経験と能力を有する優れ

た受注候補者を特定するため、プロポーザル方式の実施について必要な事項を定めるもの

とします。 

 

２ 事業の概要 

(1) 委託業務名 

厚木市本庁舎敷地跡地等活用基本計画策定業務 

(2) 履行期間 

本契約締結後から令和９年３月 19 日（金）まで 

(3) 履行場所 

厚木市中町三丁目 17 番 17 号 

(4) 業務の内容 

別紙１「厚木市本庁舎敷地跡地等活用基本計画策定業務委託仕様書（案）」（以下「仕

様書（案）」という。）のとおりです。 

(5) 提案限度額 

本業務の上限金額は、45,700 千円（消費税及び地方消費税額を含む。なお、税率につい

ては 10％で計算した額とする。）とします。 

なお、この金額は予算上限であり、契約時の予定価格を示すものではなく、業務内容

の規模を示すものです。 

また、各年度の支払限度額は、次のとおりです。 

令和７年度 20,000 千円 

令和８年度 25,700 千円 

(6) 支払方法 

令和７年度末及び業務完了時 

 

３ 受注者の選定方法 

本契約は、公募型プロポーザル方式により受注候補者を選定するものとします。 

 

４ 事務局 

〒243-8511 神奈川県厚木市中町三丁目 17 番 17 号 

厚木市 企画部 行政経営課（本庁舎４階） 

電話番号：(046)225-2099（直通） 

FAX 番号：(046)225-3732 

メールアドレス：0600＠city.atsugi.kanagawa.jp 

※ 本プロポーザルに関する質疑、技術提案書等の受付は、全て事務局において行いま

す。 
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※ 受付時間は、平日午前９時から午後５時までとします。ただし、各内容により最終

日の受付時間は異なりますので、注意してください。 

 

５ 説明書及び必要書類の公開 

公開期間 令和７年４月１日（火）午前９時から４月 15 日（火）午後３時まで 

市ホームページから、「厚木市本庁舎敷地跡地等活用基本計画策定業務委託プロポーザ

ル実施要領」及び必要書類をダウンロードしてください。 
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第２章 諸条件に関する事項 

 

１ 参加資格及び条件 

本プロポーザルに参加する者の必要な資格は、次のとおりとします。 

(1) 参加資格 

ア 厚木市の競争入札に参加することができる者の資格等に関する規程（平成元年厚木

市告示第 31 号）第６条に規定する資格者名簿（種別：コンサル、業種：都市計画及

び地方計画）に登録された者であること。 

イ プロポーザルの公告日から契約締結日までの期間において、厚木市工事請負契約に

係る競争入札の参加停止及び指名停止等措置要綱(平成２年４月１日施行)及び厚木市

事業所等実態調査実施要綱（平成 21 年 10 月１日施行）の規定による指名停止等の措

置を受けていないこと。 

ウ 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４に規定する者に該当しな

い者であること。 

エ ２年以内に手形交換所の取引停止処分を受けている者（会社更生法（平成 14 年法

律第 154 号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成 11 年法律第 225

号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている者のうち、当該手続開始の決定

後、競争入札参加資格の再認定を受けた者を除く。）でないこと。 

オ ６箇月以内に不渡手形又は不渡小切手を出している者（会社更生法に基づく更生手

続開始の申立て又は民事再生法に基づく再生手続開始の申立てがなされている者のう

ち、当該手続開始の決定後、競争入札参加資格の再認定を受けた者を除く。）でない

こと。 

カ 所有する資産に対し、仮差押命令、差押命令、保全差押又は競売手続の開始決定が

なされていない者であること。 

キ 厚木市暴力団排除条例（平成 23 年厚木市条例第 12 号）に定める暴力団員等、暴力

団経営支配法人等又は暴力団員等と密接な関係を有すると認められる者でないこと。 

ク 神奈川県暴力団排除条例（平成 22 年神奈川県条例第 75 号）第 23 条第１項又は第

２項の規定に違反しない者であること。 

ケ 厚木市本庁舎敷地跡地等活用基本計画策定業務委託に係る技術提案書特定委員会

（以下「特定委員会」という。）の委員が自ら主宰し、又は役員若しくは顧問として

関係する営利法人その他営利組織でないこと。また、これらの組織に属していないこ

と。 

コ バスケットボール（Ｂリーグ）やハンドボール（リーグＨ）、バレーボール（Ｖリ

ーグ）をはじめとした各種スポーツ（屋内競技）の興行（市民のみのスポーツ利用を

想定した施設を除く。）、コンサート等のエンターテインメント興行及びその他の各種

イベントの開催が可能な、多目的なアリーナ、ホール等の屋内施設（現在供用中の施

設のほか、構想、計画、設計、建設段階の施設を含む。）に関する構想策定業務、計

画策定業務、ＰＦＩ導入可能性調査業務、発注支援業務又はその他これらに類似する

業務について、いずれかの業務の元請けとしての履行実績を有すること。 
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(2) 業務実施上の条件 

ア 受注者は、本業務の全部を一括して再委託することはできません。ただし、全体と

しての委託業務の遂行に支障が生じない範囲で、本市に事前の書面による了承を得た

上で、本業務の一部を再委託することができるものとします。 

 

２ 選定方針（審査） 

本プロポーザルの審査は、二段階審査方式で行います。 

第一次審査は、参加表明書を提出した者（以下「応募者」という。）の参加資格を確認

し、技術提案書の提出を要請する者（以下「提案者」という。）を選定するとともに、応

募者の業務実績について評価を行います。なお、参加資格を有する応募者が３者を超える

場合、業務実績に関する評価点の上位３者を提案者として選定します。ただし、業務実績

に関する評価点が同点であることにより上位３者を超える場合には、同点の応募者につい

ても提案者として選定します。 

第二次審査は、技術提案書等について評価を行い、第一次審査の評価点との合計が最低

基準点である600点（1000点満点）以上の提案者のうち、最優秀者(本業務の受注候補者。

以下「受注候補者」という。)及び優秀者(以下「次点候補者」という。)をそれぞれ１者特

定します。ただし、提出された技術提案書に次の「(1) 評価基準」に示す評価内容の記載

がない場合は、第二次審査は行わないものとします。 

 
 

(1)  評価基準 

評価項目 評価対象 評価基準 配点 

１ 業務遂行

に関して 

技術 

提案書 

実施方針 

本業務の背景と目的、業務内容

等を踏まえ、業務への取組に関す

る考え方が明確に示され、仕様書

の内容と整合した、適切な実施方

針であるか。 

5 

35 

業務フロー 

業務内容等を踏まえ、具体的な

スケジュール、業務の進め方（工

程）、市との役割分担等が明確に示

され、仕様書の内容と整合した、

適切な業務フローであるか。 

5 

実施体制 

業務内容等を踏まえ、配置予定

担当者の経歴、保有資格等と、そ

の担当する業務が合致した、適切

な実施体制であるか。 

10 

業務実績 

１(1)コに該当する業務実績につい

て、その件数が、本業務を実施可

能と判断できるものであるか。 

5 

15 
１(1)コに該当する業務実績につい

て、その内容が、本業務を実施可

能と判断できるものであるか。 

10 
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評価項目 評価対象 評価基準 配点 

２ 業務内容
に関して 
 

技術提案書 

(1) 需要予測ヒアリング調査 

調査団体の選定、実施方法、分析方法など、効

果的にヒアリングを実施するための提案が具体的

に示されており、妥当性があるか。 

10 

55 

(2) 施設計画の検討 

複数案の施設計画を設定するための手順が具体

的に示されており、妥当性があるか。また、周辺

環境への影響（公共交通機関、交通渋滞、歩道混

雑、駐車場など）、防災機能の具体化、近隣に位

置する公共施設（厚木中央公園等）との連携に向

けた検討手順が具体的に示されており、妥当性が

あるか。 

10 

(3) 基本計画の検討 

整備する施設（用途、規模、機能など）の方向

性を整理するための手順が具体的に示されてお

り、妥当性があるか。また、作成する各図面やイ

メージパースについて、市民が理解しやすく、魅

力的なものとするための工夫が示されているか。 

10 

(4) 事業スキームの検討①「調査、分析手法」 

PPP/PFI 手法導入の適正を判断するための調

査、分析手法や手順が具体的に示されており、妥

当性があるか。また、収益性を考慮した検討すべ

き事業スキームが洗い出され、検討を行う際の手

順やポイント、留意点などが具体的に示されてい

るか。 

10 

(5) 事業スキームの検討②「サウンディング調査」 

効果的にサウンディング調査を実施するための

提案が具体的に示されており、妥当性があるか。

また、民間事業者の意向を効果的に確認し、検討

内容に反映するための手法が示されているか。 

10 

(6) 基本計画策定に関する支援 

庁内会議、令和７年度に新たに設置する附属機

関、市民参加手続など、基本計画の策定に向けた

市の支援を行うための提案が具体的に示されてお

り、効果的であるか。 

5 

３ 提案価格

に関して 
提案価格書 別紙２ 評価基準に定める算出式による 10 

委員一人当たりの持ち点 100 
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ア 応募者の評価点の総合計が同点である場合は、「２業務内容に関して」の合計点が

上位の者を受注候補者とし、次点の者を次点候補者とします。 

イ アの場合において、「２業務内容に関して」の評価点数が同点の場合は、「１業務遂

行に関して」の合計点が上位の者を受注候補者とし、次点の者を次点候補者としま

す。 

ウ イの場合において、「１業務遂行に関して」の評価点数が同点の場合は、くじ引き

により受注候補者及び次点候補者を特定します。 

エ 次点の者の評価点が同点の場合は、受注候補者の特定と同様の手順で、次点候補者

を特定します。 

オ 受注候補者が失格又は無効となった場合には、次点候補者を受注候補者とします。 

 

３ 特定委員会 

次に掲げる 10 人の委員で構成する特定委員会を設置し、技術提案等について審査しま

す。 

(1) 特定委員会委員名簿 

役職 所属等 

委員長 企画部長 

委員 企画部次長 

委員 企画政策課長 

委員 行政経営課長 

委員 スポーツ魅力創造課長 

委員 文化魅力創造課長 

委員 公園緑地課長 

委員 市街地整備課長 

委員 都市計画課長 

委員 道路総務課長 
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４ 事業スケジュール（予定） 

内容 年月日 

実施要領及び必要書類の公開 
令和７年４月１日（火）から 

    ４月 15 日（火）午後３時まで 

参加表明書の提出期限 
令和７年４月１日（火）午前９時から 

４月 15 日（火）午後３時まで 

参加表明に係る質疑書の提出期限 令和７年４月４日（金）午後３時 

参加表明に係る質疑の回答期限 令和７年４月９日（水）午後５時 

提案資格確認結果通知 

技術提案提出要請書の送付 
令和７年４月 18 日（金） 

技術提案書提出期限 
令和７年５月７日（水）から 

５月 16 日（金）午後５時まで 

技術提案書に係る質疑書の提出期限 令和７年４月 25 日（金）午後３時 

技術提案書に係る質疑の回答期限 令和７年５月２日（金）午後５時 

技術提案に関するプレゼンテーション 

及びヒアリング 
令和７年５月 20 日（火） 

最優秀提案者結果通知 令和７年６月中旬（予定） 

契約締結 令和７年６月下旬（予定） 

   ※本スケジュールは予定のため、変更することがあります。 
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５ プロポーザル実施時の留意事項 

(1) 費用負担  

書類作成、ヒアリング、旅費等の本プロポーザルに係る費用の一切は、応募者及び提

案者の負担とし、参加報酬等の支払はありません。 

(2) 提案数 

参加表明書及び技術提案書の提出は、１者につき１件のみとします。 

(3) 提出方法 

本プロポーザルに関する書類提出は、事務局への持参を原則としますが、書類によっ

ては、電子メール又は郵送での提出も可能とします。なお、質疑書については、電子メ

ールによる提出を原則とします。 

郵送による場合は、提出期限（受付時間内）必着とします。なお、事故等により提出

期限内に事務局へ到達しない場合でも、本市が責任を負うことはありません。 

電子メールによる場合は、必ず事務局宛てに受信確認の電話連絡をしてください。 

 

手続 提出書類 提出方法 

参加表明書の提出 プロポーザル参加表明書（第１号様式）、 

会社概要（任意様式）、 

業務実績確認書（第２号様式） 

持参、電子メー

ル、郵送 

参加表明に関する質疑 質疑書（第５号様式） 電子メール 

技術提案書の提出 技術提案書（第３号様式及び任意様式）、 

提案価格書（第４号様式及び任意様式） 

持参、郵送 

技術提案に関する質疑 質疑書（第５号様式） 電子メール 

 

(4) 提出書類等について 

提出された書類等については、一切返却しません。 

(5) 提出書類等の取扱いについて 

提出された書類等の著作権は、応募者及び提案者に帰属しますが、本市は、次の場合

において、提出された書類等を無償で使用する権利を持つものとします。 

ア 提案者の選定及び受注候補者（及び次点候補者）の特定のために使用する場合 

イ 厚木市情報公開条例（平成 13 年厚木市条例第 15 号）等関連規定に基づき公開する

場合 

ウ アの選定及び特定又はイの公開等のために複製を作成する場合 
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(6) 失格条項 

応募者及び提案者が次のいずれかに該当する場合は、失格になります。 

ア 特定委員会委員に直接又は間接を問わずに接触を求めた場合 

イ 契約の締結までの間に社会的信用を失墜させる行為が判明した場合 

ウ 複数の提案をした場合 

エ 提案後（ヒアリング時等）に新たな説明資料を追加した場合 

オ 提出書類に虚偽の記載をした場合 

カ 参加表明書提出後、「１(1)参加資格」の要件のいずれかを満たさなくなった場合 

キ その他本実施要領に定める手続、方法等を遵守しない場合 

(7) プロポーザルの成立 

本プロポーザルの応募者が１者の場合も、本プロポーザルは成立するものとします

が、提案者の評価点が最低基準点である 600 点（1000 点満点）を下回る場合は、受注

候補者となりません。 

(8) その他 

ア 本プロポーザルの手続において使用する言語は日本語、通貨は日本円、単位は日本

の標準時及び計量法（平成４年法律第 51 号）によるものとします。 

イ 本プロポーザルは、厚木市プロポーザル方式実施要綱（平成 23 年４月１日施行）

に基づき実施します。本実施要領に定めがないことについては、同要綱の趣旨に基づ

き実施します。 
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第３章 応募手続及び審査結果に関する事項 

 

１ 参加表明書の提出 

本プロポーザルに参加を希望する者は、次のとおり参加表明書を提出してください。 

(1) 提出期間 

令和７年４月１日（火）午前９時から４月 15 日（火）午後３時まで 

(2) 提出先 

事務局 

(3) 提出方法 

事務局への持参、電子メール、郵送 

郵送による場合は、提出期限必着とします。なお、事故等により提出期限内に事務局

へ到達しない場合でも、本市が責任を負うことはありません。 

(4) 提出書類  

ア プロポーザル参加表明書（第１号様式） 

イ 会社概要（任意様式） パンフレット等の添付でも可 

ウ 業務実績確認書（第２号様式） 

第２章 １(1)コに該当する業務実績を５件以内で記載してください。同一業務にお

いて、第２章 １(1)コに該当する業務実績を複数満たす場合は、別業務として記載

することも可とします。なお、業務実績を証明する書類（契約書表面の写し等）を

添付してください。 

(5) 参加表明に関する質疑 

本プロポーザルの参加について質疑がある場合は、質疑書（第５号様式）を次のとお

り提出してください。電話、ファクシミリ又は口頭による質問は受け付けません。なお、

技術提案に係る質問については、別に受付期間を設けます。 

ア 提出期限 令和７年４月４日（金）午後３時まで 

イ 提出方法 電子メール（タイトル「本庁舎敷地跡地等基本計画策定業務委託プロポ

ーザル参加に関する質疑書」） 

提出先：E-mail：0600@city.atsugi.kanagawa.jp 

質疑書を送信した場合は、必ず事務局宛てに受信確認の電話連絡をしてください。 

ウ 提出書類 質疑書（第５号様式） 

エ 質疑回答期限 令和７年４月９日（水）午後５時までに市ホームページに公表しま

す。 

市ホームページ参照先 

ホーム ＞ しごと・産業 ＞ 入札・契約 ＞ コンサル ＞ プロポーザル方式 

(6) 参加資格の確認 

参加表明書の提出期限を基準日とし、参加資格の確認を事務局が行います。 

確認結果について、令和７年４月 18 日（金）に、次のとおり通知書を郵送します。 

ア 参加資格があると確認することができた者に対して、その旨を提案資格確認結果通

知書により通知するとともに、技術提案書の提出要請書等を送付します。 
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イ 参加資格がないと判断された者に対しては、その旨及び理由を提案資格確認結果通

知書により通知します。この場合において、参加資格がないと判断された者で説明が

必要な場合は、次の方法により書面で請求することができます。 

(ｱ) 請求日時 

提案資格確認結果通知書に記載 

(ｲ) 請求場所 

事務局 

(ｳ) 請求方法 

任意の様式による書面（ただし、規格はＡ４版、用紙縦置き、横書き及び両面印

刷とし、法人名、部署、氏名、電話及びファクシミリ番号を併記）により、事務局

へ持参、電子メール、郵送等によるものとします。 

(ｴ) 回答時期 

受理した日の翌日から起算して 15 日以内に請求者に対し、書面により回答しま

す。 

 

２ 技術提案書の提出 

技術提案提出要請を受けた者は、技術提案書を次のとおり提出してください。 

(1) 提出期間 

令和７年５月７日（水）から５月 16 日（金）まで 

（受付時間は、午前９時から午後５時までとします。） 

(2) 提出先 

事務局 

(3) 提出方法 

事務局への持参、郵送 

郵送による場合は、提出期限（受付時間は、午前９時から午後５時までとします。）

必着とします。なお、事故等により提出期限内に事務局へ到達しない場合でも、本市が

責任を負うことはありません。 

(4) 提出書類 

ア 技術提案書（第３号様式及び任意様式） 

イ 提案価格書（第４号様式及び任意様式） 

(5) 提出部数 正本１部、副本（写し）15 部 

副本 15 部は、審査に用いるため、提案者の商号又は名称、所在地、代表者名等を記

載しないこととし、表紙についても、社名等の記載や押印を一切行わないでください。

判別できる場合には失格にすることもありますので、十分確認した上で提出してくださ

い。なお、提案価格書は、正本１部を提出してください。 

(6) 作成上の留意点 

ア 専門知識を有しない者でも理解できるような、分かりやすい表現にすること。 

イ 提案内容について、簡潔かつ明瞭に記述し、必要に応じて図表等を利用すること。 

ウ 原則として、文字の大きさを 12 ポイント以上とし、Ａ４版、用紙横置き、横書き

片面印刷、上とじで製本すること。  
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エ 技術提案書は、技術提案書（第３号様式）により表紙を作成し、仕様書の内容を踏

まえ、次の事項について具体的に提案すること。なお、仕様書に記載した要件は、原

則として対応すべき事項としますが、異なるアプローチにより達成が可能である場合

は、代替案を示すことができるものとし、見積金額に含むものとします。 

 

評価項目 様式 記載内容等 

１ 業務遂行

に関して 

任意様式で

Ａ４版２枚

以内 

実施方針 

本業務の目的や業務内容等を踏まえ、本

業務に関する基本的な考え方を記載する

こと。 

「実施方針」に対する提案であることが

明確に判別できるよう記載すること。 

任意様式で

Ａ４版２枚

以内 

業務フロ

ー 

業務内容等を踏まえ、具体的なスケジュ

ール、業務の進め方（工程）、市との役割

分担等を記載すること。 

「業務フロー」に関する提案であること

が明確に判別できるよう記載すること。 

任意様式で

Ａ４版２枚

以内 

実施体制 

配置する管理技術者及び担当者の氏名、

所属・役職、実務経験年数、業務経歴、兼

務する業務の状況及び保有資格を記載す

ること（保有資格者証の写しを添付する

こと。）。 

また、具体的な業務実施体制（管理技術者

の体制上の位置付けを含む。）やその特徴

について記載すること。 

「実施体制」に関する提案であることが

明確に判別できるよう記載すること。 

２ 業務内容

に関して 

 

任意様式で

Ａ４版12枚

以内 

別紙「プロポーザル評価基準」の「２業務内容に関し

て」に示す(1)から(6)までの項目に対して具体的な

提案を記載すること。 

(1)から(6)までの項目のうち、どの項目に対しての

提案であるのかが明確に判別できるよう記載するこ

と。なお、追加で独自提案がある場合は、記載するこ

と。 
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オ 提案価格書（第４号様式及び任意様式） １部 

(ｱ) 提案価格書（第４号様式）に記載する見積りの合計額は、消費税及び地方消費

税（10％）を含んだ額を記載してください。また、任意様式により、仕様書（案）

第２章 業務内容の項目ごとに、詳細な単価・人員等の積算内訳を作成し添付して

ください。なお、本業務の上限金額（45,700 千円）及び各年度の支払限度額（令

和７年度：20,000 千円、令和８年度：25,700 千円）を上回った場合は、失格とし

ます。 

(ｲ) 規格は、Ａ４版、用紙縦置き、横書き、両面印刷とします。 

(7) 技術提案に関する質疑 

技術提案について質疑がある場合は、質疑書（第５号様式）を次のとおり提出してく

ださい。なお、電話、ファクシミリ又は口頭による質問は受け付けません。 

ア 提出期限 

令和７年４月 25 日（金）午後３時まで 

イ 提出方法 

電子メール（タイトル「本庁舎敷地跡地等活用基本計画策定業務委託プロポーザル

に関する質疑書」） 

提出先メールアドレス：0600@city.atsugi.kanagawa.jp 

質疑書を送信した場合は、必ず事務局宛てに受信確認の電話連絡をしてください。 

ウ 提出書類 

質疑書（第５号様式） 

エ 質疑回答期限 

令和７年５月２日（金）午後５時までに市ホームページで順次公表します。個別に

は回答しません。 

市ホームページ参照先 

ホーム ＞ しごと・産業 ＞ 入札・契約 ＞ コンサル ＞ プロポーザル方式 

(8) 技術提案書の取扱い 

ア 市は、提出された技術提案書の内容について、提案者に内容の確認及び追加資料を

求めることができるものとします。 

イ 提出期限以降の差し替え及び再提出は認めません。 

ウ 技術提案書等の提出後において、業務体制に記載した管理技術者は、原則変更でき

ません。ただし、死亡退職等の特別な理由による変更（証明書の添付が必要となりま

す。）であり、かつ、変更後の者について本市が承諾した場合は可能とします。 

エ 受領した技術提案書等及び添付書類は返却しません。 

 

３ プレゼンテーション及びヒアリング 

  ※ 審査については、「第２章 ２選定方針（審査）」を確認してください。 

(1) 日程は令和７年５月 20 日（火）とし、詳細の時間、場所等は別途、書面により通知

します。順番は、本市が無作為に決定するものとします。 

(2) プレゼンテーション及びヒアリングの出席者は、管理技術者を含め３人以内としま

す。なお、ＰＣの専属操作員も、出席者に含めます。  
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(3) プレゼンテーションは、技術提案書に記載した内容の説明（20分間）を行うととも

に、特定委員会の委員からのヒアリング（質疑）への対応（30分間）をしてください。 

(4) 当日、新たに説明資料を追加することはできません。 

(5) プレゼンテーションにおいて、本市で用意する機器は、次のとおりとします。なお、

ＰＣ等必要となる機器は、提案者が持参してください。 

貸与機器 

ア 75 型液晶モニター １台 

イ ＯＡタップ  １本 

ウ ＨＤＭＩケーブル １本 

※  75 型液晶モニターとは、シャープ 75Ｖ型（PN-L752B）ＢＩＧＰＡＤであり、ＨＤ

ＭＩケーブルによりＰＣと接続可能です。それ以外の方法でプレゼンテーションを実

施する場合は、提案者がスクリーン、プロジェクター等を用意してください。 

 

４ 最終審査結果の通知及び公表 

(1) 第二次審査の結果、受注候補者及び次点候補者に特定された者に対し、その旨を書面

により通知します。 

(2) 第二次審査の結果、受注候補者及び次点候補者に特定されなかった技術提案書の提出

者に対しては、特定しなかった旨及びその理由を書面で通知します。 

(3) 最終審査結果については、次の内容を市ホームページ上で公表します。 

ア 受注候補者名 

イ 審査結果 

ウ 特定理由 

※ 受注候補者以外は、提案者が特定できない方法で公表します。また、受注候補者に

事故等があり、契約が不能となった場合は、次点候補者について公表します。 

(4) 審査結果に対する理由の説明 

審査を受けた者で、審査結果の理由の説明が必要な場合は、次の方法により書面で請

求することができます。 

ア 請求日時 

技術提案書審査結果通知書に記載します。 

イ 請求場所 

事務局 

ウ 請求方法 

任意の様式による書面（ただし、規格はＡ４版、用紙縦置き、横書き、両面印刷と

し、法人名、部署、氏名、電話及びファクシミリ番号を併記）により、事務局へ持参、

電子メール、郵送等によるものとします。 

エ 回答時期 

受理した日の翌日から起算して 15 日以内に説明を求めた者に対し、書面により回

答します。 
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第４章 契約に関する事項 

 

１ 契約手続について 

(1) 本市は、受注候補者となった者を契約交渉相手として、契約交渉を行います。ただし、

受注候補者に事故等があり、契約が不能となった場合には、次点候補者を契約交渉相手

方とします。 

(2) 契約交渉相手の技術提案等を適切に反映した業務仕様書を作成するために、内容協議

を行い、業務仕様書を決定します。 

(3) 契約形態は随意契約とし、見積書の提出を求めます。 

(4) 契約額は原則として、提案された見積額の範囲内とします。 

 

２ 契約保証金について 

本市と契約を締結する場合は、契約金額の 10 分の１以上の契約保証金の納付(契約保証

金に代わる担保を含む。）が必要となります。ただし、次のいずれかに該当することの確認

ができる場合は、契約保証金の納付を免除します。 

(1) 保険会社との間に本市を被保険者とする履行保証保険契約を締結したとき。 

(2) 過去２年間に国又は地方公共団体と種類及び規模を同じくする契約を２回以上締結し、

これらを全て誠実に履行し、かつ、当該契約を履行しないこととなるおそれがないと本

市において認められたとき。 

 

３ その他 

(1) 契約締結後、速やかに本市と協議の上、業務委託実施計画書（スケジュール等）を作

成し、本市の確認を受けること。 

(2) 本市との連絡を密に行い、意思の疎通及び情報の共有を図るとともに、疑義等が生じ

た場合は、その都度協議すること。 


